
 

異状死死因究明制度の確立に関する提言 
 
死因の究明は「最後の医療」であり、いわば命の尊厳を守る最後の砦である。

公衆衛生の観点から重要であるばかりでなく、犯罪や事故の見落としを防ぐた

めにも大きな意味を持つ。また正確な死因究明は、行政上の有効な資料である

死因統計の価値をより高める。 
 今、その日本の死因究明制度がまさに危機的状況にある。日本で年間に亡く

なる方は１００万人強であるが、そのうち死因が分からない、いわゆる異状死

の数は年々増えつつある。平成２０年は約１６万人で、１０年前の１．５倍で

ある。 
 私たちは、関係者からのヒアリングや視察を通じ、異状死の約９割は体表の

観察のみに止まること、警察の検視体制が十分ではないこと、死体を検案する

医師は必ずしも専門家ではないこと、死因究明のために必要な解剖については、

司法解剖・行政解剖とも体制が脆弱であり、諸外国に比べ我国の解剖率は極め

て低いことを知った。特に大学法医学教室においては国立大学の法人化の影響

もあり、予算や後継者の不足に喘いでいること、死因究明の新たな手段として、

ＣＴやＭＲＩ等を活用した死亡時画像診断（Ａｉ＝Autopsy imaging）が注目さ
れていること、各地域で地方自治体・警察・大学法医学教室などが連携し、司

法解剖・行政解剖一体となった独自の取組が見られることなどあらたな問題点

等を認識した。 

 本議連では、こうした現状について議論を重ねた結果、新しい異状死死因究

明制度の確立のためには、段階的に諸問題に取り組むことが必須であり、その

ためには、まず死因究明推進基本法（仮）を制定した上で、第１期・人
材の育成 第２期・体制、施設の整備 第３期・制度の見直しが継続
して取り組まれることが必要であるとの結論に達した。 

上記の順に段階的に取り組むことが重要であるとの認識の下、ここに次のと

おり提言を行うものである。 
 
 
１ 死因究明推進基本法（仮）の制定 
 

  まず、死因究明制度の必要性と今後の政府の体制等を明らかにするために、

「死因究明推進基本法（仮）」を制定する。基本法では、 

（１）死因究明に関する基本理念 

（２）死因究明に関する政府における検討・推進体制 

（３）死因究明に関する検討・推進計画の策定 

（４）死因究明に関する具体的な検討・推進事項 

（５）死因究明に関する措置の具体的な実施時期 



等を定めるものとし、本提案に則った内容とする。 

本基本法を制定するために、与党各党の政策機関においてただちに検討機

関を置き、検討を行うこととする。 

なお２以下に記す各項目は、基本法の具体的な検討・推進事項となるとと

もに、政府に対し、すみやかかつ先行的な実施を望むものである。 

 

２ 警察の検視体制の充実 

 

  警察では、刑事調査官や補助者の増員を進めるなどの取組は見られるが、

取り扱う死体数が増加する中、誤認検視を防ぐためには、今後も刑事調査官

や補助者の増員、検視に効果的な装備の充実を図り、体制をさらに強化すべ

きである。また、検視に立ち会う医師（警察医）との協力体制をさらに強化

すべき方策を講じる。 

 
３ 医師の検案能力の向上 

 

  検案を行う医師は、必ずしも異状死に関する専門的知識を持っているとは

限らないのが実情である。大学医学部での法医学についての講義、日本法医

学会の「死体検案認定医制度」や厚生労働省の「死体検案研修」などによっ

て、医師の死体検案能力を十分に高めるべきである。 

  また、解剖補助者について医師以外の独自の資格制度創設を検討する。 
 
４ 法医学の教育研究拠点の整備 

 

    解剖が最も確実な死因究明の方法であることに疑いはないが、司法解剖を
担う大学法医学教室の多くは、法人化の影響もあり定員・予算の縮小、法医

に進むべくインセンティブも低下し、後継者も確保できず存続の危機に立た

されている。そこで、インセンティブの向上とキャリアパスの形成を図るた

め、①法医学全般 ②薬中毒学 ③Ａｉ ④ＤＮＡ鑑定 ⑤病理解剖など、

法医学に関するカリキュラムを有する人材養成の拠点整備（法医育成センタ

ー：仮称）など教育研究環境の充実、大学医学部入学定員の増員等による法

医の確保、司法解剖にかかる謝金等の外部資金の活用も含めた処遇改善を行

うなど、先行的にモデル地区を１０箇所程度選定し、大学法医学教室への支

援を強力に行う必要がある。 

 

 

 

 

 



５ 行政解剖を担う体制の充実 

 

  監察医制度が運用されている一部の大都市圏を除いて、行政解剖を担う確

立された体制はない。他方、法医学教室を中心に警察・地方自治体等が連携

し、司法解剖・行政解剖一体の独自の取り組みが各地で見られるが、これは

現在の行政解剖の体制不備に対する自助努力として取り組まれているにす

ぎない。したがって、将来的には監察医制度に倣った体制作りを全国に展開

することを目指し、国から地方自治体に十分な財政支援等の異状死死因究明

の体制の充実を進め、死因究明に生じている著しい地域間格差を解消すべき

である。 

 

６ 死亡時画像診断（Ａｉ＝Autopsy imaging）の活用 
 

    Ａｉは解剖前に死体の内部の状況を把握することができ、スピード面やコ
スト面でも優れており、解剖すべき死体のスクリーニング効果や解剖の補助

手段としての効果が期待される。今後、Ａｉの更なる向上や普及に必要な人

員・施設・財源の確保を図るべきである。さらに、Ａｉセンター（仮）等、

法医・病理医・放射線医等が連携して、死因究明が効果的に行われるしくみ

を作るべきである。 

 
 なお、以上の諸措置を先行的に推進するには財政的な裏付けが
不可欠であり、「骨太の方針２００９」に死因究明制度の強化を
一つの柱として盛り込んだ上で、十分な予算を確保し施行すべきで
ある。 
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【本議連の活動記録・視察状況】 

 
２月１９日 設立総会 第１回 勉強会 

日本法医学会理事長 中園一郎 「わが国における死因究明のあり方について」 

３月 ５日 第２回 勉強会 

東京都監察医務院院長 福永龍繁「日本の死因究明制度の在り方～監察医の立場から～」 

３月１９日 第３回 勉強会 

千葉大学大学院研究院法医学教授 岩瀬博太郎 「死因究明の原則」 

      ジャーナリスト・ノンフィクション作家 柳原三佳 「誤認検視が生む二次被害の現実」 

４月 ２日 第４回 勉強会 

福岡大学医学部総合医学研究センター教授 影浦光義 

「法（医）中毒学～薬毒物鑑定の現状と近未来～」  

      重粒子医科学センター病院臨床検査室医長 江澤英史 

       「Ａｉセンターは２１世紀の日本に必須のシステムである」 

４月 ８日 視察１  東京都監察医務院視察 

４月１６日 第５回 勉強会 

日本警察医会副会長、福岡県警察医会副会長、大木整形・リハビリ医院院長 大木實 

      「死因究明制度の確立のために～検視業務従事者（医師）の立場から～」 

４月２２日 視察２ 

警察庁科学警察研究所視察 

４月３０日 視察３ 

      神戸大学法医学教室／兵庫県監察医務室 

 

 上記以外に、議員連盟コアメンバー打合せ会を４回実施した。 


